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労働者 50人未満事業場の産業保健活動に関する
実態調査結果及び提言
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⑥有効回収数 (率)は､事業主 453人 (回収率
18.1%)､労働者個人728人 (同14,6%)であっ
た｡
都 市 事業者 (敬) 労働者 (人)
①横 浜 市 76(15.2%) 113(ll.3%)
②川 崎 市 60(12.0%) 92(9.2%)
③京 都 市 96(19.2%) 146(14.6%)





No. カテゴリ一名 回答数 構成比
1 横 浜 市 76 16,8
2 川 崎 市 60 13.2
3 京 都 市 96 21.2
4 福 岡 市 95 21.0
5 北九州市 126 27.8
② 資本関係等
No. カテゴリ一名 回答数 構成比
1 単独独立型企業 341 75.3
2 子会社 26 5.7
3 系列会社 25 5.5
4 請負会社 43 9.5
5 構内協力企業 7 1.5
6 構外協力企業 3 0.7
7 その他 3 0.7
無回答 5 1.1
回 答 数 453 100.0
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労働者50人未満事業場の産業保健活動に関する実態調査結果及び提言
③ 事業場の労働者の平均年齢 (歳 )
1 24歳以下 1 0.2
2 25歳～29歳 14 3.1
3 30歳～34歳 31 6.8
4 35歳～39歳 84 18.5
5 40歳～44歳 124 27.4
6 45歳～49歳 105 23.2
7 50歳～54歳 66 14.6
8 55歳以上 24 5.3
無回答 4 0.9
回 答 数 453 100.0
事業場平均年齢 42.9歳
④ 平均労働者数 (人 )
男 女 計 14.9
⑤ 業 種
No. カテゴリ一名 回答数 構成比
1 農 .林 .水産 .鉱業 0 0.0
2 建設業 150 33.0
3 製造業 81 17.9
4 電気.ガス一熱供給業.水道業 9 2.0
5 運輸 .通信業 20 4.4
6 卸売 .小売業 114 25.2
7 金融 .保険業 0 0.0
8 不動産業 ll 2.4
9 サービス業 .その他 67 14.8
無回答 1 0.2
(回答労働者のプロフィル)
(丑 勤務先事業場の所在地域別労働者数 (人 )
No. カテゴリ一名 回答数 構成比
1 横 浜 市 113 15.5
2 川 崎 市 92 12.6
3 京 都 市 146 20.1
4 福 岡 市 163 22.4
5 北九州市 214 29.4
② 職 種 (人 )
No. カテゴリ一名 回答数 構成比
1 生産 .技能系 143 19.6
2 事務系 353 48.5
3 営業系 123 1.6.9
4 販売 .サービス系 63 8.7
5 その他 34 4.7
無記入 12 1.6
③ 年齢分布 (人 )
No. カテゴリ一名 回答数 構成比
1 24歳以下 17 2.3
2 25歳～29歳 76 10.4
3 30歳～34歳 83 ll.4
4 35歳～39歳 69 9.5
5 40歳～44歳 96 13.2
6 45歳～49歳 81 ll.1
7 50歳～54歳 125 17.2
8 55歳以上 179 24.6
無記入 2 0.3
回答労働者の平均年齢 44.2歳
④ 性 別 (人 )
No. カテゴリ一名 回答数 構成比
1 男 性 427 58.7
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(注)回答数の合計は453である
(労働者回答)
健 診結 果 に基 づ く健 康 指 斗
健 康 教 育 や栄養 管理
健 康 づ くりや 健 康の 保 持 ､増 進
健 康相 談 (カウンセリング)
メンタルヘルス対 策
救 急処置
安 全 衛生教 育
作 業空 間や 作 業 時間の 管 理
作 業 姿 勢 や作 業 の負 担 因子 の 管 理
有 害 作 業の 管 理
有 害 業 務 に関す る教 育 ･訓 練
無 回答
有 害作 業 の保 護具 の 管 理
その他
0 10 20











































No. カテゴリ一名 回答数 構成比(%)
1 専属の産業医がいる 10 2.2
2 本社の産業医がいる 3 0.7
3 親企業の産業医がいる 14 3.1
4 共同で選任した産業医がいる 10 2,2
5 かかりつけの医師 (病院)がいる 154 34.0
6 産業保健師がいる 2 0.4



















































































救 急 医療 やプライマリー ･ケア
作 業環 境
無 回答
企 業 の 安 全 衛 生 活 動 へ の 方 向性
産業保健の専門機関との連携
作 業 方法
適 正 配 置
安 全衛 生 委 鼻会
その他
0 10 20 30 40 50 60 70
(注)回答数は728である
%
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No. カテゴリ一名 回答数 構成比(%)
1 会社が法令を遵守するため 59 8.1
2 会社が安全配慮義務を果たすために 130 17.9
3 会社が社会的責任を果たすために 88 12.1
4 福利厚生の充実のために 239 32.8
5 従業員の健康面の充実のため 443 60.9
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No. カテゴリ一名 回答数 構成比(%)
1 改善すべきである 96 21.2
2 今のままでよい 300 66.2
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(注)回答数の合計は453である
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:※法第66条第 1項及び規則第 44条により､一年に一回の定 :
: 期健康診断の実施が義務化されている｡ :
【 l








･ を怠ると罰則が課される｡ 'l l
:※事業主は､法第66条の3､規則第51条により､健康診断 :

















:※法第 12条及び政令第4条により､労働者 50人以上の事業 1
1場においては､衛生に係る技術的事項を管理させるために､ :
: 衛生管理者を選任することが義務付けされている｡ :l l
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: 昭和 62年度から現行基準に改正された｡ :l I
■※ ｢20人以上 100人未満｣は､法律事項 (徴収法第 12条第 :l
: 3項第 2号 )であり､｢0･4｣は､省令事項 (徴収法施行規 :










































































7) 浜 民夫 :小規模事業場の産業保健活動に対す
るニーズ調査 (報告書の提言の部)､2005.
8) 浜 民夫 :小規模事業場の産業保健活動に対す
るニーズ調査 (報告書)､2004.
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